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はじめに
　2012年８月28日に公表された中央教育審議会（以
下，中教審）「教職生活の全体を通じた教員の資質能力
の総合的な向上方策について（答申）」では，教員養成
の「修士レベル化」と対応する免許制度の改革が提言
され，教職大学院を「修士レベル化」の中核とするこ
とが提案されている。もっとも，同月24日に公表され
た中教審教育振興基本計画部会「第２期教育振興基本
計画について（審議経過報告）」ではこの点は，「修士
レベル化を想定しつつ，教員養成カリキュラムの改善，
教職課程の質の保証など学部における教員養成の充実
や，教職大学院の発展・拡充，専修免許状の在り方の
見直し，大学間連携の推進など修士レベルの課程の質
と量の充実を図る」といった抑制的な表現にとどまっ
ている。
　さらにいえば，中教審答申のいう「修士レベル化」
は，各種現職研修の蓄積による単位認定なども含んだ，
相当に広義のものである。つまり，現時点において，
教員免許状取得の要件が一気に修士卒になるといった
ことはまず考えられない。
　とはいえ，今後の教員養成・研修の改革において，
本稿執筆時点で日本全国に25校ある教職大学院があ
る種の「モデル」として（場合によっては反面教師と
して）機能することは確実である。そこで本稿では，
群馬大学大学院教育学研究科専門職学位課程「教職
リーダー専攻」（以下，本学）のうち，現職教員のみを
対象とした「学校運営コース」において，主として校
内研修等を課題研究テーマとする大学院生を指導して
きた筆者らのとりくみを紹介し，その成果と課題を提
示することを通じて，教員の資質能力向上にむけたと
りくみの一助としたい。
　もとより，現在政策的に推進されている「資質能力
向上」策には，種々の「社会的要請」を無批判に列挙
した「教師の仕事」を「大過なくこなせること」とで
もいった「同語反復的」な資質能力観（山崎，2012b：
ｉ），「養成課程修了段階で……『完成品』を輩出すべ
し」という「おそろしくリアリティの欠如した発想」
（山崎，2012c：12）などさまざまに問題点が指摘で
きる。その意味で，筆者らがめざす「資質能力向上」
とは，政策を無批判に引き受けることではなく，政策
的に提示される「資質能力」の内実自体を批判的に問
い直す営為をも含むものである。
　本学の実践については，すでに佐藤ら（2011）にお
群馬大学教育実践研究　第30号　179～187頁　2013
いて，教職大学院の特徴的な授業および研究指導形態
である，研究者教員と実務家教員とによるティーム・
ティーチング（以下，TT）の効果，課題を検証してい
る。それに対し，本稿では，山崎・岩澤という特定の
指導教員ペアに焦点化し，また課題研究という場面に
焦点化した実践報告を行おうとするものである。
１．本学における「課題研究」の位置
（１）教職大学院における「課題研究」
　教職大学院を含む「専門職大学院」の修了要件につ
いては，「専門職大学院設置基準」において，修業年限，
必要単位数等が定められている。そこには，修士課程
のような，「当該大学院の行う修士論文又は特定の課題
についての研究の成果の審査及び試験に合格するこ
と」（大学院設置基準第16条）といった，論文執筆・研
究実施に関する義務は規定されていない。
　ただしこれは，専門職大学院設置基準が，伝統的に
そもそも論文執筆を重視していない学部を母体とした
「法科大学院」なども包括していることによる面もあ
り，教職大学院では一般的に，「課題研究」を課してい
る。課題研究と旧来の教育学研究科の修士論文とにつ
いて，絶対的な区別はもちろんできない。
　ただ，相対的にいえば後者は，いわゆる「教科専門」
担当者が指導する場合はとくに，教育実践を想定しな
い，個別科学のテーマとなることも多い。これに対し，
教職大学院の課題研究の場合は，教科指導，生徒指導，
学校運営など，実践場面を想定した研究となる。
　とくに本学における「課題研究」は，現職教員，ス
トレートマスター（現職教員以外の，主として学部新
卒後直接入学した大学院生）を問わず，例外なく，自
らの実践をふまえたもの―方法論の厳密性などに目を
つぶれば，一種の「アクション・リサーチ」といえな
くもない―となっている。項を改めて少し詳しく説明
しよう。
（２）本学における課題研究―「課題解決実習」との
密接な関連―
　専門職大学院は一般に，「高度専門職業人養成」とい
う設置目的との関連で，実習の比重が高くなっている。
ただし，教職大学院の場合は，たとえば法科大学院
（もっぱら法曹実務経験をもたない者を受け入れる）
と異なり，現職教員，すなわち既に実務経験を相当程
度有している者も数多く受け入れている。
　このため，教職大学院においては，「教育上有益と認
めるときは，当該教職大学院に入学する前の小学校等
の教員としての実務の経験を有する者について，十単
位を超えない範囲で，前項に規定する実習により修得
する単位の全部又は一部を免除することができる」（専
門職大学院設置基準第29条の２）としており，実際に
現職教員に対する実習を相当程度免除している教職大
学院も多い。
　しかし，本学では，現職教員に対しても実習免除は
一切なく，２年間で13単位，計520時間に及ぶ実習（事
前・事後指導含む）を課している。このうち，課題研
究に直結するのは，２年次，240時間（８時間×30日）
にわたる「課題解決実習」である。
　課題解決実習には，ねらいが２つ設定されている。
うち１つは，教員としてもれなく必要な教科指導，学
級経営，生徒指導等についての力量向上である。具体
的には，院生による授業，学級活動等の実践と，大学
院側の指導教員，実習校（ストレートマスターの場合）・
勤務校（現職教員の場合）側の教員による参観，授業
研究会などの形で実施される。
　もう１つの，そして「課題解決実習」の主要なねら
いとなるのは，院生各自が，教科指導，生徒指導，学
校経営等にかかわって設定した課題を，ストレートマ
スターは実習校，現職教員は勤務校での実践を通じて
解決していくことである。この課題解決のプロセス・
結果をまとめたものがすなわち「課題研究」である。
これについては，①近隣の学校，教育委員会などに案
内を出し，公開の形で「実践検討会」を開催する（多
くは10月～12月上旬）こと，②報告書（400字詰原稿
用紙換算で60枚以上）としてまとめて提出すること，
③２年次の１月末ないし２月上旬に行われる「課題研
究報告会」で報告すること，の３つが修了要件となっ
ている。
　この「課題研究」については，各院生につき，１年
次の５月に指導教員（研究者教員，実務家教員のペア）
が配当され，研究を進めていくことになる。教員ペア
あたりの院生数はコース，年度，教員の担当分野等に
よって変動があるが，本稿で報告する山崎・岩澤ペア
（校内研修推進等を主として担当）の場合，１学年に
ついて３～４名で推移している。
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２．担当者のバックグラウンド
（１）研究者教員―山崎
　具体的なとりくみを紹介する前に，本稿で対象とす
る大学院教員２名のバックグラウンドを簡単に紹介し
ておく。
　研究者教員である山崎は，京都大学大学院教育学研
究科博士後期課程（教育学専攻教育課程講座）を1992
年に学修認定退学（いわゆる単位取得退学）後，同大
学の助手，京都光華女子大学短期大学部（在職中に何
度か名称変更をしているが，煩を避けて現在の名称で
記載）の専任教員（教職科目担当）を経て，2004年度
に群馬大学教育学部学校教育講座（および大学院学校
教育講座）に着任した。2008年度より，教職リーダー
講座発足に伴い，同講座と教育学部の学校教育講座を
兼任し，教育・研究に携わっている。
　研究歴としては，大学院時代のヴィゴツキー学派の
教授理論に始まり，教育課程論，授業論（教科として
は社会科が中心），教育評価論などを中心に業績を積ん
できた（山崎，1994；1999；2002ほか）。
　また，群馬大学着任後は，群馬県教育委員会と大学
との「教育改革・群馬プロジェクト」の業務との関係
で「校長」をめぐる調査を行った（2005年度）ほか，
教職大学院発足後は，担当科目の１つ（スクール・リー
ダーシップの課題と実践）との関係もあり，学校にお
けるリーダーシップをめぐる研究にも着手している
（山崎，2007；2011；2012aなど）。
　校内研修への関与の経験は，単発での講義の他，群
馬大学教育学部附属小学校を含めても３校での研究協
力者としての実績があるのみで，けっして豊富とはい
えない状態であった。
　したがって，とくに教職リーダー講座発足当初は，
たとえば木原（2006）などのテキストをもとに，まさ
に「学生と共に学ぶ」状態であったといってよい。
（２）実務家教員―岩澤
①略歴，管理職としての姿勢
　実務家教員である岩澤は，群馬大学教育学部数学専
攻一類（小学校教員養成課程）を1971年に卒業後，群
馬大学教育学部附属小学校，伊勢崎市立第三中学校で
教諭として勤務した。その後，群馬県教育委員会中部
教育事務所指導主事，県教委義務教育課管理主事，伊
勢崎市教育委員会義務教育課教職員係長，県教委中部
教育事務所管理主事を歴任後，1995年に伊勢崎市立第
三中学校に校長として着任している。以後，２つの行
政職，中学校２校での校長職を経て，2008年３月に定
年退職，同年４月から本学に客員准教授（専門職大学
院におけるいわゆる「みなし専任教員」―年６単位以
上の授業と研究指導を担当）として着任している。な
お，2008年度からの３年間は，伊勢崎市教育研究所長
が本務であった。
　とくに校長時代に学校経営上重点を置いてきたの
は，学校教育目標の実現を通した「知・徳・体の調和
のとれた心身ともに健全な生徒の育成」であった。
　この中でとくに重要な使命の一つが「知育」であり，
生徒ひとりひとりの学力保障である。生徒自身が「確
かな学力」を身につけ，自らの進路を獲得し，希望に
満ちた未来に向けて歩み始めたとき，中学校の使命は
果たせたものといえる。
　「確かな学力」を身につけさせるためには，教師に
よる「充実した授業」が展開される必要があることは
論を俟たない。本稿の課題ともかかわって，そのため
に校内体制をどうつくってきたかを，以下，簡単に紹
介したい。
②伊勢崎市立宮郷中学校でのとりくみ
　宮郷中学校は，文部科学省より「学力向上フロンティ
ア事業推進校」として2003～2004（Ｈ15～16）年度，
宮郷小学校・宮郷第二小学校とともに指定された（研
究の詳細は伊勢崎市立宮郷小学校，2004）。
　まず，「目指す生徒像」として，「自ら課題を見つけ，
学び，考えることのできる生徒」を設定し，その各要
素を，以下のように設定した。
　○自ら課題を見つけ
　　各教科の学習を通して，人や社会，自然とのかか
わりの中から疑問点や問題点を見出したり，より
良い生き方や豊かな生活を築くため問題点を見出
したりすることができ，それらを解決するための
課題を設定して，主体的に追求しようとすること
ができる生徒。
　○〔自ら〕学び
　　基本的生活習慣や学び方を身に付け，課題を追究
し解決するために必要な基礎・基本の学力を主体
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的に獲得し，誠実に身に付けることができる生徒。
　○〔自ら〕考える
　　身に付けた基礎・基本の学力を統合したり，発展
させたりすることにより，主体的に課題を解決し
己の見方や考え方をを広げていくことができる生
徒。
　こうした生徒像の実現にむけた研究推進のための体
制・方策から，特徴的な点を紹介する。
ａ．研究組織
　具体的な実践および研究に携わる組織として，「きめ
細かな指導部会」，「調査・評価研究部会」，「広報・連
携部会」の３部会を設定した。各部会の構成員は，前
２者は各教科部，「広報・連携部会」は主に学年会が主
体となる。とくに「広報・連携部会」は，校内の実践
にとどまらず，学習ルールづくり等の視点から，家庭・
地域との連携を推進するという点が特徴的である。
　また，上記の各部会を統括し，研究の方向性を提起
する組織として，フロンティアティーチャー（事業推
進のための加配教員），研修主任・副主任からなる「企
画委員会」，管理職，教務主任，各研究部長からなる「学
力向上推進委員会」を配置した。
　もちろん，研究の各ステップにおいて，全教員が参
加する「全体研究会」が開催された。
ｂ．とりくみの具体的な工夫
　第１に，全教員が研究課題解決にむけた提案授業を
行うこととした。提案授業においては，明確な「授業
の視点」を設定し，課題解決の具体的手だてを「授業
の展開」の中に明示することとした。そのことによっ
て，各授業者に，提案性をもった授業を行うよう意識
づけた。
　第２に，全教員による授業研究会を実施した。中学
校は，往々にして教科主義に陥る傾向がある。当該教
科の教員にとって「当然なこと」はしばしば，他教科
の教員にとって「わからないこと」，「意外なこと」と
なる。しかし，他教科の教員にとって「わからないこ
と」は，生徒にとっても「わからないこと」，つまずき
の原因となる可能性が大きい。
　そこで，全教員参加による，教科の枠を超えた授業
研究会を行うことにより，全教員が，生徒の視線で自
らの授業を省察することを促した。
　第３に，提案授業を「やりっ放し」にせず，実践記
録を集積することとした。
　その他のとりくみとしては，学習ルールづくり，長
期休業中の朝学習，読書習慣の形成，家庭・地域との
連携の推進などがある。
３．本学学校運営コースにおける「課題研究」の概要
（１）学校運営コースにおける課題研究指導教員
　本学学校運営コースにおける院生指導は，2011年度
までは３つの教員ペアによって担当されてきた（研究
者－実務家の順に記載，退職・転出者については現職
―ある場合のみ―を付記）。
　入澤充（国士舘大学教授）・清水和夫（群馬県教育委
員会委員長）
　山崎雄介・岩澤和夫
　所澤潤・実務家（石田成人→鑓田範雄・明和町教育
長→徳江基行と交代）
　なお，岩澤および，所澤とペアを組んできた実務家
教員３名は，非常勤ではあるが，専任教員に準じて年
間６単位以上の授業と研究授業を担当する，いわゆる
「みなし専任教員」（専門職大学院固有の制度）である。
岩澤は2008～10年度，徳江は2011年度以降，伊勢崎市
教育研究所長と兼任，石田は板倉町立東小学校長，鑓
田は明和こども園長と兼任（本学在任２年中１年）で
あった。
　それぞれのペアの主要な担当領域は，清水・入澤ペ
アは地域連携，危機管理，学校経営，山崎・岩澤は校
内研修，カリキュラム開発，所澤・実務家は多文化共
生である。なお，所澤は徳江および別の実務家教員と
のペアで「児童生徒支援コース」の院生を担当するこ
ともある。
　また，2012年度からは，新たに髙望（ただし後期
着任）・矢島正（学校経営，危機管理等），新藤慶・矢
島正（地域連携，多文化共生等）のペアが教員スタッ
フとして加わっている。
　それぞれの院生の指導教員ペアへの配当は，１年次
の４月下旬に本人が提出した課題研究計画書にもとづ
き，大学院教員サイドで決定している。
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（２）大学院生の研究内容の概要
　山崎・岩澤ペアのもとで本学を修了した，あるいは
勤務校で課題研究を進めつつある大学院生の研究テー
マ一覧を，表１にまとめた。この他に，本稿執筆時点
（2012年10月）で，大学院で学修しつつ研究構想を
練っている１年生が４名（小学校２名，中学校２名）
いる。以下，研究をまとめ終えた＝修了した院生を中
心としつつ，一部２年生の研究についても言及する。
（３）課題研究の流れ
①１年次
　それぞれの大学院生は，受験時（出願期間は９月上
旬，入学試験は10月中旬）に，「課題研究計画書」（Ａ
４判１枚）を提出する。現職教員の場合，通常は，そ
れまでの職務経験からの問題意識，受験時の勤務校で
の校務などから研究課題が設定される。
　そして，入学後，１ヶ月弱の間，導入教育や授業の
履修をしつつ，あらためて問題意識を整理し，受験時
と同様の分量・書式での「課題研究計画書」を提出す
る。提出された計画書は，本学内の「教務部会」にお
いて精査され，同部会が作成した案にもとづいて，講
座会議によって教員ペアへの院生の配属が決定され
る。
　その後，１年次は授業科目「課題研究」の中で，ゼ
ミ形式で先行研究，研究方法論等を学修し，研究計画
を具体的に策定していく。学校運営コースの場合，個
別教科の実践や自身の学級での生徒指導でなく，校内
研修，地域連携など，学校全体にかかわる実践を通じ
た研究となるので，２年次の校務分掌が重要になる。
そのため，院生は１年次にもしばしば勤務校に足を運
び，管理職と打合せを行う。
　こうして，１年次の２月後半～３月ごろ，今度は指
導教員ペアが院生の勤務校を訪問し，２年次の実習の
概要の説明，課題解決実習および課題研究への協力依
頼を行う。その際，校務分掌についても，課題研究の
テーマへの配慮を要請する。
　もとより，校務分掌の決定は管理職の権限に属する
事項であり，大学側からはあくまで「お願い」するに
とどまることはいうまでもなかろう。
②２年次
　２年次には，現職教員の大学院生は勤務校に戻り，
定数内教員としての勤務をしながら課題解決実習・課
題研究にとりくむ。この際，年間30日（実質的には，
課題研究に関する授業公開，研究の概要の報告などを
公開で行う「実践検討会」が開催される11月下旬～12
教職大学院「課題研究」を通じた校内研究・授業力向上の支援 183
表１　山崎・岩澤ペアが指導を担当した大学院生の研究課題一覧（修了者および２年生のみ）
　第１期生（2010年３月修了）
Ａ（小）：教育課程の改善における効果的な組織連携のあり方
Ｂ（中）：授業改善をめざした組織的な校内研修の取り組み―校内研修の充実と校務の効率化をね
らって―
Ｃ（小）：小学校における学校課題の解決に向けた組織的な取り組み
　第２期生（2011年３月修了）
Ｄ（中）：学級の共感性を高める実践研究―中学校「特別活動」のカリキュラムづくりを通して―
Ｅ（中）：教育実践セルフアーカイビングの実践と提案―ウェブによる教育実践記録活動を通して―
Ｆ（小）：学校における同僚性・共同性の形成に関する一考察―教師が語り合う校内研修の推進を通
して―
　第３期生（2012年３月修了）
Ｇ（小）：新学習指導要領における確かな学力を保証するための組織的連携と協働の在り方に関する
研究―教科部会を中心とする校内研修の組織的・機能的運営を通して―
Ｈ（小）：効率的な校内研修の進め方～会議の効率化と内容の深化を通して～
Ｉ（中）：中学校において専門教科の指導力を高めるための学年会の在り方
　　　　～ワークショップ型の授業研究会を土台として～
Ｊ（小）：授業力を高める校内研修のあり方に関する研究～目標準拠評価の効果的な活用を通して～
　第４期生（2013年３月修了予定）
Ｋ（小）：教師の授業力向上を図る学校体制と同僚性の構築―教務主任としての授業研究の推進を通
して―
Ｌ（小）：学校・家庭・地域の連携をもとに進めるキャリア教育の実践研究
Ｍ（小）：組織的な授業改善を目指した校内研修の取組―算数科の表現力を高めるノート指導の工夫
を通して―
月上旬ごろまでの期間となる）の実習日が確保される。　
ただし，とくに学期中の実習日は，院生が勤務を離れ
るわけではなく，空き時間に研究にかかわる作業に従
事する，研究にかかわる授業その他の実践を行う，下
に述べる大学院教員による巡回指導を行うなどの日と
して設定される。その他，長期休業中，放課後などに
は院生が大学に出かけるということもある。
　さらに，教職大学院における指導の最大の特徴とし
て，指導教員ペアによる勤務校・実習校への巡回指導
がある。回数は，2011年度，本学全体では院生１人あ
たり約10回，山崎・岩澤ペアは13.5回であった。この
場では，課題研究やその前提となる実践の進行状況の
確認とアドバイス，授業等を行う場合は指導案の検討，
勤務校・実習校での指導教員（学校運営コースの場合
は教頭，教務主任等，学校運営全体を見渡せるポジショ
ンの職員が担当する場合が多い）との打ち合わせなど
を行う。
　こうした指導過程を経て，１－（２）で述べた実践
検討会，課題研究報告書，課題研究報告会といった課
題を遂行していくわけである。
４．山崎・岩澤ペアの事例と成果・課題
（１）校務分掌と研究テーマ
　上述のように，学校運営コースの場合，校内研修な
り特定分野のカリキュラムなり，学校全体の教育活動
に影響する課題を研究テーマとして設定する。しかも，
実践を通じて研究を進めていくため，当該テーマに関
連する校務分掌に就く必要性は高い。
　たとえば表１に挙げた修了生・２年生であれば，院
生Ｂ，Ｆ，Ｇ，Ｊ，Ｌ，Ｍは研修主任として校内研修
にかかわる課題研究を，院生Ｄは特別活動主任として
特別活動にかかわる課題研究を進めている。
　一方，校内事情により，研究計画とズレのある校務
分掌を担当せざるを得ないこともある。もっとも大幅
な「軌道修正」を強いられたケースとして，院生Ｃは，
当初，社会科カリキュラムの開発を課題研究テーマと
して掲げていた。この場合，関連する校務分掌として
は，「社会科主任」となろう。しかし，校内事情により，
研修副主任として，基礎的・基本的知識・技能の定着
をめざす「定着の時間」（月１～２回程度，４～６年生
を１箇所に集め，ドリル学習などを行う）の責任者と
なった。
　また，院生Ｋのケースでは，１年次には，研修主任
としてひとりひとりの教員の授業力向上にとりくむこ
とを想定していたが，校長の交代もあり，教務主任と
して，教育課程管理とともに，若手を中心とした教員
の授業力量向上への貢献を校務上期待されることと
なった。
　こうしたケースでは，１年次の年度末から２年次当
初にかけて，当該院生と大学院の指導教員ペアが合議
の上，研究計画の修正を行う。院生Ｃのケースであれ
ば，先行実践の検討，学校としての年間計画を検討し
つつ，その中で当該院生としてできることの検討など
を行った。また院生Ｋのケースでは，新たな校務にか
かわって，研究計画の修正と，後述するツールの提供
などを大学院側の教員としては行った。
　ここまで大きな変更ではないが，院生Ｈの場合，校
内研修をテーマとしながら，当該校への在籍年数の関
係（県の慣例により，次年度転任がほぼ確定）で，「研
修主任はさせられない」との勤務校の意向で，研修副
主任として課題研究にあたることになった。
　また，研修主任には就いたものの，校内研修主題と
本人の研究課題とに距離があるというケースもある。
院生Ｌのケースでは，本人の研究課題が「キャリア教
育」であるのに対して，校内研修は国語についてであ
るため，本人は両者の課題を並行して進めなければな
らなくなっている。
　なお，ここまでとりあげなかった院生について簡単
に説明しておこう。院生Ａのケースは，附属学校のた
め教科部が確立していたので，教科部と学年会とを連
携させてカリキュラム改善を図るという研究，院生Ｉ
のケースも，同じく附属学校で，若手教師に対するメ
ンタリングと学年会とを連携させた授業力向上につい
ての研究であった。これらについては当該院生は，所
属の学年会の一員（前者については教科部の一員とし
ての立場も）として研究を進めており，主任等の職に
は就いていない。
　また，院生Ｅは，かねてから自らの実践や関連資料
を出版，ウェブサイトなどの手段で公開していた。こ
うした蓄積にもとづき，自身の実践資料の蓄積・公開
（セルフアーカイビング）を研究テーマとした。２年
次の校務分掌は教育相談コーディネーターであり，研
究テーマとは特段の関連はない。
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（２）校内研修支援の方策①―研究の進行に応じた助言
　すべての院生のケースで共通する支援方策として
は，研究の進行に応じ，研究者，実務家双方の立場か
ら助言を行うということがある。
　校内研修を扱う研究であれば，当該校の年間計画と
研修関連の日程とを照合し，とくに研修関連の一連の
会議（研修推進委員会，ブロック会議，全体会など）
についての提案資料の事前検討，それらの会議をうけ
た今後の進め方の協議などを行う。
　周知のように，近年，教員の「資質能力向上」が政
策的に強調され，また学校現場でも，かつてのような
「年１回，数名の学年ブロック，教科等の代表のみが
授業を公開する」といったたぐいの校内研修でなく，
全教員ないしできるだけ多くの教員が授業を公開す
る，という研修形態が普及しつつある。
　とはいえ，校内研修のための時間確保にはいずれの
学校現場も苦慮している。たとえば週１回時程表に研
修が組みこまれている学校でも，AED使用法講習，小
学校外国語活動，キャリア教育や人権教育などの教科
横断的課題，といったように，時々の社会的要請に応
じた研修に一定回数を割かねばならない。また，計画
訪問，要請訪問への対応（代表授業者決定，指導案検
討など）にも研修の時間は充てられる。
　その意味では，院生本人が自らの課題との関係で提
案を行う機会は限られており，効果的な提案をいかに
効率的に行うかが問われてくるのである。
　具体的なケースでいえば，院生Ｆの場合，年度当初
の研修テーマ決定にかかわる研修推進委員会等で，提
案文書の一部の概念がわかりにくいとの指摘が教員た
ちからあった。これをうけて，教員間の合意形成にむ
けてどのような提案をすべきか，「作戦会議」を指導教
員ペアと当該院生との３名で行った。
　また，院生Ｍのケースでは，院生本人からの提案に
対し，一部教員からの抵抗が大きいということが指導
課程でしばしば話題にのぼった。そこで，研修推進委
員会への提案資料などを３名で検討し，譲歩可能な部
分と，（研修主任としての）院生の方針を死守すべき部
分とを整理する作業を行った。
　こうした場での指導教員ペアの大まかな役割分担と
しては，山崎は先行事例の紹介，研究の内的一貫性に
ついての指摘など，岩澤は学校経営の観点からのアド
バイス，（とくに算数授業についての）指導案について
のアドバイスなどを中心に行っている。
（３）校内研修支援の方策②―院生の希望の具体化の
支援
　研究の過程，あるいは計画立案上，院生に迷いが生
じることがままある。
　たとえば院生Ｈのケースでは，「道徳」をテーマとし
た校内研修を，研修副主任として推進しており，その
過程で，ブロックごとの提案授業をどのように進める
かが課題になった。そのことを検討した訪問指導では，
院生本人の，「既存の読み物資料でなく，映像を用いた
独自教材で提案授業をしたい」という意向に対し，同
席していた勤務校側の指導教員がやや難色を示した。
　これに対し，大学側の２人が，「主題を『道徳』にし
た初年度でもあり，年度はじめに教員に行ったアン
ケートでも『教材づくり』は課題として意識されてい
たので，少々『冒険』してみてもよいのでは」と助言
し，院生の意向通りの授業が行われることになった。
加えて，他の学年ブロックでも，既存の読み物資料に
編集を加えた教材を用いるなど，意欲的な提案が行わ
れることとなった。
　また，狭義の「校内研修」からははみ出す事例とし
て，院生Ｅのケースでは，テーマが狭義の「学校運営
（経営）」には収まらないため，「このテーマでよいの
だろうか？」という迷いが表明された。これについて
は，指導教員ペアとの協議の中で，指導技術等の共有・
伝承は，単一の学校の「運営・経営」に留まらない，
広義の「学校運営」への貢献が期待できる研究である
ことが確認され，当初計画通り研究は進められた。
　こうした，俗な言い方でいえば院生の「背中を押す」
といった機能も，課題研究指導には存在する。
（４）校内研修支援の方策③―授業記録の提供
　山崎は，2010年度以降，大学院，学部（あるいは他
県等も含めた公開授業）問わず，参観した授業につい
ては，極力簡単な授業記録を採り，授業者に返すこと
にしている。
　この記録は，録音・録画の文字起こしではなく，そ
の場で筆記したもの（適宜ワークシートなどの文言も
含め）をワードプロセッサに入力し，撮影した写真を
挿入したものである（図１参照）。
　周知のように，授業記録をどのように採るかについ
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ては，録音・録画機器普及以前の「人海戦術」による
詳細な文字記録，「質的研究」で用いられる録音・録画
の詳細な（非言語的情報も含む）文字起こしなど，さ
まざまな提案がある。
　しかし，一般的な校内研修では，加配教員や研究者
志望の大学院生など，研究用の「人手」が見込めるこ
とはまずない。その意味では，上で紹介したような手
法を採用する可能性はきわめて限られている。
　これに対し，１人で，参観時間＋２～３時間程度で
作成できる図１のような記録は，一定の記録漏れがあ
るとはいえ，一般的な校内研修での実行可能性はまだ
しも大きいと考えて，この数年活用している。
　山崎・岩澤ペアによる指導生との関係では，院生Ｆ
は，大学院側から提供した授業記録の一部を，「研修だ
より」で紹介し，教員たちの意識づけに活用した。
　また院生Ｉの場合，自身による同学年の若手教師へ
のメンタリングと，学年会での授業研究を課題研究と
して行っていた。そこでは，若手教師本人の授業記録，
学年主任の教師の授業記録を山崎が採り，それをメン
タリングや学年会の場面で活用するというとりくみも
行われた。
　さらに，院生Ｋのケースでは，山崎から提供した，
院生本人および一緒に日常的に授業力向上にとりくむ
教師たちの授業記録を活用するだけでなく，院生Ｋた
ち自らが様式等を工夫し，授業記録を採るようになっ
ている。
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図１　授業記録の一部（院生Ｆの校内研修にむけた提案授業，2010年度）
おわりに
　以上，本学学校運営コースの１つの指導教員ペアの，
４期にわたる現職教員院生への指導について，簡単に
報告してきた。最後に，これまでの成果と，今後にむ
けての課題をまとめておく。
　第１に，研究者教員と実務家教員とによるティーム・
ティーチングの効果について，筆者らは，佐藤ほか
（2011）で包括的に示してきたが，本稿では課題研究
に焦点化して，具体的な成果を何点か示した。
　一方で，こうした，指導場面で，校内研修の進行に
とっての「成果」として認識されている諸点が，実際
に校内研修の質なり参加者の授業力量向上なりにいか
に結びついているか（あるいは，いないか）について
は，いま少し立ち入った検証が必要となろう。たとえ
ば，課題研究に関連した実践が行われた年とその前年
度での，紀要など研修の成果物の比較という手段も考
えられる。
　第２に，指導を担当する２名の大学院側スタッフの
間で，現在の校内研修が直面する困難，そこにとりく
む工夫の事例・レパートリーが蓄積されつつあるとい
う点が挙げられる。本稿で扱っているペアについてい
えば，教職大学院発足当初，研究者教員である山崎に
その種の知見が不足していたことはいうまでもない
が，実務家教員である岩澤についても，その経験は主
として県中部～東部でのものである。したがって，県
西部，北部についての固有の事情などは，研究指導に
出向く中で明らかになってきたという面もある。
　第３に，４－（４）で紹介した授業記録など，校内
研修や授業力向上にかかわる支援ツールも，大学院生
とともに校内研修の改善にとりくむ中で具体化されて
きたものである。上記の第２点とともに，こうした蓄
積が後に続く院生の研究指導にフィードバックされて
いくことにより，研究指導の質の向上が期待される。
　一方で，ティーム・ティーチングにしろ訪問指導に
しろ，教職大学院という制度が宿命的にもつ，極度の
「労働集約性」により，とくに研究者教員の側で，指
導の基盤となる理論的知見を吸収する「インプット」
が不足したまま，「アウトプット」のみに傾斜するとい
（やまざき　ゆうすけ・いわさわ　かずお）
う危険は常に存在する。
　予算・人員面について，総枠の削減や既存修士課程
や学部とのバランスという制約はありつつ，なんらか
の改善策を講じることは，教職大学院の教育・研究の
質を向上させる上では不可避であろう。
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